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市町村社会教育計廊立案に関する一試論

市町村社会教育計画立案に関する一→試論
北海道S市を例として

倉嗣

An Essay on Regional Adult Education-planning 

-A  Case Study in S-Shi， Hokkaido-

Tsugumasa Takakura 

要約

本稿は，戦後の地域社会教育計画論を概観するとともK，その到達点を摂取し， 1970年代におけ

るその発展の方向性を，実際の地域に入って具体的lζ究明しようとしたものである。

北海道上)11北部の 3万都市S市について，産業経済，教育，住民意織などの諸側面からの一連の

調査を行ない分析した結果，次の諸点を指擁する ζ とができる。

地域社会教育計駁論の現代的被~は，地域連待をとおした住民自治にある。

そのテーマは，伎民全階!習による現代的貧困化の認識と掬冶，国家レベソレの政策がもっている凝

似的教育機能の克服にあるO

計駁論と実銭とは結合される ζとが不可欠で，より具体的な追求目標は，地域社会教育計磁立案

段階への住民諸階層の自主的積極的参加の理論化と実践にある。

現{E注目される計画論や実践(学習内容自主編成論・ロパタ懇談会など)は，住民の諸活動が既に

蓄積されている「先進地型Jが多いが，乙 ζで志向するのは，住民の諸活動の蓄穣が充分ではない

「後進地裂Jの計爾論や実践なのである。そうした意味で，今日示唆を与えるものとして「本郷プラ

ンJに注目し，その条件と内容を追求した。
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市町村行政の中iζ教育部門があり，さらにその中に社会教育部門が位議づけられている絞り，何

らかの形態の社会教育計廊が存在する ζ とはまちがいない。現在 ζの地主義社会教育計画がーその

実態は551]としてーーすぐれて 1970年代の切実な課題として鰐われているように怠われる。

1960年以降の日本の経済・社会の変化はま ζ とに自まぐるしいものがあったが， 1970明ζ入ると，

高度経済成長政策を柱とした「新金総Jは挫析し， r福祉国家Jへの転換がはかられている。だが「オ
イルショックJをきっかけに顕在化した悪性インフレと不況，それにともなう財政事情の悪化から，

ζのスローガンも大巾に後退してきた。そして，環境保全を根幹にする「三全総Jが前面にうちださ

れてきている。

高度成長政策以来の所得倍増論から列島改造論にいたる諸計額をより異体化した地域開発計画は，

すで1ζ60年代からその歪みをいかんともしがたく，その修正をせまられてきたが，とくに70年代の国

家レベルでの変化をまともにうけて，今や混乱しているという以外にない。

国家独占資本主義下の「高度経済社会Jへの適応をひたすら追求する中教審路線の教育計画がお

しすすめられ，地方教育計簡はその路線を具体化する以外，施設建設計騒を一歩も出ていない。

地域開発・地方教育計闘が，そうした実態iとある中で，現在高度成長政策の結果破壊された地域

を再編成するためのコミュニティ諸計画や，社会教育審議会答申がさし示した方向にしたがい，生涯教

育論を前面にうちだした社会教脊のシステム化が文部省レベルで考えられている。

ζ のように公表された諸計額からみただけでも，今臼の日本は大きな転換期ないしは一種の変革

期にあるととは間違いない。

ζ うした一連のうどきを積極的K評価するにせよ，消鋭的iζ評価するにせよ，地域の見直しがさ

けばれ，地域社会教育計甑が既述の諸計額との隣速において立案編成をせまられているのである。

しかし，今日までの地域社会教育計画の多くは，地域計阪，教育計画の鮒賠的一部分として，施

設建設の部分がわずかに姿を表わしているにすぎず，住民の学習活動の促進lζ的をしぼった本格的か

っ具体的な計画はほとんど見あたらないのが実態といってよい。

それは，乙れらの計闘が行政主導裂で立案されるため，中央の政策や計画の枠lζ鏡定される半蘭，

住民の意識変革の部分lζ行政として立入る ζ とも規制され，きわめて形式的なものにならざるをえな
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いζ とに多くの原因をみいだす ζ とができる。

云いかえれば，住民自身が学ぶ権利の行使として，白から社会教育計画をうちたてるという域に

到達していなし、からだといえる。

他方，理論研究の側面をみると，一般に教育計画論は，本来，学校教育計画と社会教育計画が等

しくもり ζ まれていなくてはならないにも拘わらず，その多くは，学校教育中心の計劇論であった。

しかも，その底流に地域における学校と社会の連携が程度の差 ζそあれ存在する理論は積極的iζ摂取

できる面があるにしても，特iζ高度経済成長期以後に多くみられる，教育投資論，マンパワーポリシ

ー論， さらにさ色濃教育論を線幹とする函家レベソレからの教脊のシステム化論においては，地域教湾計

画が，したがって地域社会教湾計画が独自に佼翠づく余地が狭められているといわざるをえない。

しかし，乙れまで社会教予ぎを固有の領域とする計画論が存在しなかったわけではなし、。長も霞接

的な計磁論として展開されたものとして，地域社会教育総合計磁の潔論があげられる。 ζれは，昭和

20年代半ばK，宮原誠ーによって，新会村学校論の見地から提起された 1)。以後，必ずしも考え方や

人脈が一つの明確な流れとして継承されてきたわけではないが，一定の理論鎖域として積み上げられ

てきた ζ とはたしかであろう。すなわち， 20年代後半は礁井iE久 2)30年代前半は原代元弥，江田忠そ

30年代後半は安達清ペそして40年代は隈本包治安代表とする人々的によって手がけられ，まとめら

れてきたのであるO 乙の一連の研究成果をみると，次第に教湾計磁論的な方法や予艇が歓密lζB童館さ

れるようになってきたとみる ζ とができるO

しかし， ζ うして地域社会教育総合計画論が，取りあげられれば取りあげられるほど，その欠陥

も目立ってきているように思われる。その「総合性Jの具体的内容が少くとも明確になる方向lζはむ

いていない乙とが指摘できるのだが，さらに重大な ζ とは，結局，専門家の手によると ζろの計樹立

案の手法iζ次第に重点が移され，その過程でかかわってくる伎民による教育計画への参加の方法が具

体化されないまま残されてきている点である。

{7IJえぱ，機井正久は， r専門家によって口火をつけられた地域の人々の自発活動によって，地域
社会教育計画の内容が編成され，方法が決定されていくべきJ6) と述べているし，間代元弥は， r計額
を立案する ζ とがそのまま社会教育活動であるよう lとしてい ζ うJ7)と指摘しているのに対し，安達

清lま，中核(コア)型社会教育計画の基本的な考え方として「民衆gらを教育の可能的存在として展

開する計廊であるが，呉体的lζは現実的生活課題解決の営みぞ，共同で計画し，共同で実施するうち

に，その過程において活動参加者が一生活を創造するカを養う…J8)と述べているが， ζの点をより

深める方向よりも，それをより充実するというかたちで，結局行政主導型の総合社会教育計画を想定

してしまっている。他方，古野有憐は，計闘作成の課程として， r地域社会教育総合計磁の作成にあ
たって，社会教育行政の枠内だけではなく，幅広い行政機関，間体との緊密な連けいがあってはじ

めて実のある計画が作成されうるものといえよう」といっているものの， rそれは行政計画であると
ζ ろからいって，とくにいわゆる一般行政との退けいがきわめてだいじなものとなるであろうjのとし

て，ほぼ完全Iζ，行政機関による計画論K傾斜してしまっている。

すなわち，学習考8身による主体的な計画参加への評価があいまいになってきている ζ とが知れ

るのであるO それは，とくに昭和30年代後半の「所得倍増計画J後遂行した，地域教育計画の，地域

偶発計画や国家レベルの教育計画lζ対する従属性の結果，住民の主体形成の課題を迂回する方向性の

強化であったといえよう。

学習者自身による主体的計画参加理論の源流は，結局飽和20年代前半のコミュニティスクール論
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の日本への適用をはかった，大出発のいわゆる「本郷プランJ1ωにさかのぼる乙とができる。

それは既lζ 自己破産11)したものとみなされてきたが，既述のような諸々の計顧の挫析・混乱によ

る地域の見直しの方向や，地域社会教育総合計画論の最近の傾向を考えあわせるとき，再度われわれ

に大きな示唆を与えるものとして注目されてくる。藤間貞彦が最近の論文 12}で，教育計画の復権と

して乙れに着目しているのは， .iE'ζ的を身すた見解といえよう。
われわれは， r本郷プランJを頭におきつつ， 70年代における地域社会教育計額論の吟味を行な

おうとするものであるが，それに際して注目をしなければならない理論や活動の二・三について述べ

てお ζ う。

理論的な菌では，社会教育における学習内容自主編成論である。 ζれは先の碓井の引用部分にも

示唆されているように，決して新しいものではないし，必ずしも理論的に継象されて今Bp::~ ってと

はいい難く r論Jとして評価できるか否かにも問題がある。従来は，教育計調と内容編成を区別し，
前者は学習教育の方針として行政担当者や専門家集開が(既存の地域開発政策をおしすすめる方向で)

決定してしまい，その枠内iと限定して住民(学留者)の「自主編成jを行なうという形式的自主編成

論の中に綾小化されてきた傾向なしとはいえなかった。しかし最近，地域教脊運動を核として学習

内容自主編成論をたて，教育計樹論への接近を計る ζ とが主張され，討議されてきた13Lζ の点は注

目に銭する。

活動の蛮では，昭和30年代の地域総合社会教育を実践としてとらえた積み震ねが， 40年代の[ろ

ばた懇談会Jとして芽ばえている京都府の諸地域の例が，ユニークなものとして， r本郷プランjの
実践的側面とのかかわりから注包されてよいのではないかと考えられる。

と乙ろでわれわれは，戦後の地域社会計画論の到達点を比較的よくまとめたものとして，那須野

隆ーが社会教苦手事典に発表した論文14)，ζ、注自する。
その嬰約は次のとおりである。

地域課題と生活課題及び社会教育は，地域課題が後二者を規制する要因である反面，後二者は地

域課題解決を方向づけるー要国である。

地域課題は，地域社会の社会的，際史的存立条件の推移とともに可変可動的であり，地域課題も，

地域社会の条件，また地域伎民の社会的・職業的・年令的階層などにより，多穫多様であるO したが

って，社会教育計画は，地域課題lζ対応する対象・内容・形態方法などを設定する ζ との必要性と，

生活課題の素材の多様性の中iとおける統一性の把握の必要性をもっているO

さらに社会教育計画は，地域課題・在住活課題について，圏内的・国際的視野からなされるべき ζ

と，地域住民による地域社会形成への能動的参加と，多種多様な生活課題の統一的自覚の下に行なわ

れなくてはならなし、。

民主主義的社会教育計闘の実現の視点は，憲法・教資基本法，社会教育法の認識と g党にかかわ

ってくる。つまり社会教育計画の具体的立案に際しては，社会教育における民主主義・地域住民主体

がつらぬかれるべきで，より具体的には，社会教育計闘への住民参加が不可欠である。

ζの結果主体の原員IJを前提として，社会教育関係専門家の参加が必要となるが，その地位は，あ

くまで地域住民のg主的主体的な思考，研究への助言援助iζとどまるべきである。

学習課題は，客観的な課題と主観的要求との統一的把握のうちに求められるべきである。すなわ

ち，住民の学習要求が自覚化された学留課題iとまで高められる必要がある。

社会教育計闘は，地域住民諸階層の生活課題に個別的iζ応える社会教育計画にとどまるのではな
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く，地域課題の因果関係を全体的に見通した総合的社会教育計画にまで高められる ζ とが必要になっ

てくる。

とうした那須野のとらえ方は，上でみてきた諸研究者の社会教湾計関論の弱点を克服した， ，70年

代の住民自治の進展を反映し，展室長したものといえよう。

(2 )課題設定及び調査施行プラン

われわれは，以上のような至IJ迷点を積磁的に摂取して，計画論と実践活動の有機的結合の方向を

実際の地域に入ってさぐりだしてみようと考えた。

研究対象を，北海道上}IJ地方北部の 3万都市， s市におき，一連の調査研究を行なった。 S市は
ζれまで，公的社会教育の積み上げが比較的厚く，最近ではさらに「市民大学構想、」がだされるなか

で，社会教育計画の検討が呉体的 8程にのぼりつつあるO

われわれは， s市における地域社会教育計蘭立案に不可欠な一連の調査を実施した。それは，計
樹立案に住民の主体的参加を得るための準備的段階としての実践的過程でもあるO

その調査計画と実践的執行プランは次のようである。

O 謁査計画

1 - 1 S市の地域課題をとらえるために，歴史的側面，及び産業・経済・社会構造に関する実

態調査を行なう(主に文献・機関調査)。

1 -2 住民の学潔実緩を知るための，社会教育をゆ心とする教育鵠査を行なうo

H 住民の生活課題，学習課題を把握するため!C，偶人対象の誠査を行なうの第一次的対象設定

を，脅年・婦人・成人男子・高令者という性JjIJ・年令別階層及び社会体育を含めた五つに分け，調交

実施lζ際しては，住民有志lζインタビューアーとして参加してもらう。

阻 個人調査，機関調査の結果を分析し，資料を現地iζ提供し，当面，上記インタビューアー・

社会教育職員及び社会教育委員等の住民参加による合同検討会を重ねて具体案を作成してし、くの

o執行プラン
i 住民同，住民の学習を権利としてとらえ，公的社会教育の役割を正しく理解してもらうため

の第一歩として， r社会教育の現状と課題jのテーマで教育基本法・社会教育法の理念，社会教育の現
状と教育計廊(コミュニティ政策と社会教育を含む) 社会体育の現状と課題という内容のシンポジ

ウムを実施する。

E 調査に対する住民の関心とカ愛の向上を意闘して，住民有志{主iζ シンポジウム参加者)安調

査協力員iζ佼鐙ずけ，われわれの作成した調査察にしたがって，調査対象者に面接をしてもらう(調

査計画II!ζ閤じ)。

預 さらにもし余力があれば，機会を改め，より広く住民層の関心をとらえるために，住民の生

活行動臨調査を兼ね，市内の小中学校を通じて，学芸震の父母対象調査を実施する。

o経過
調査せねばならない分野が広範κおよぶため，機関調査や個人認査察の内容などで浅くならざる

をえず，中でも，学校教育関係の鶏査にほとんど友人る余力がなかった ζ とが特iζ大きな欠務として

指織されなければならない。

なお，上記の計額は，施行プラン彊ω学童ω父母調査以外，すべて進行させる乙とができた。
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<注〉

1 ) 営療は F全村教育の新!日一一教育の社会計在留についてJ(昭和28年5月)の中で「乳幼児からはじまっ

て成人にいたる会年令人口を対象とする教育体制を一本のものとして，総合的lと編成する社会計画が国

の段階において，都道府県の段階において，また市町村単位において，つくらなくてはならないjと述

べており，必ずしも地域や社会教脊に線つてはいないが地域社会教育総合計画の概念がみられる。

2) 碓井正久.I地域の社会教育計図J……講座教湾社会学VI.r教育計簡の社会的基礎j 一一東洋館一一
昭和30年。

碓井は乙の論文で「し、わゆる総合地域社会教育計箇Jという認を用いている 30ページ

E能弁の場合.I社会教育計画がいわゆる成人教育の枠内のものだけを対象として立てられるべきでな

く，いわゆるソシアルプランニング，あるいは，村づくり町づくりの問題と民連して，総合的な教育計

閣の見地においてとらえるべき乙と jと指摘している一-147ページ。

3) EB代元弥・江田忠. I地域における社会教育活動J……講座 B本の社会教育第5巻f教育計画』・…・

医師薬出絞…一昭和36年。

江田は. I社会教育総合計図j一-35ページ. I地域社会教育計画j一一44ページ. I総合社会教育計

磁J… 48ページといろいろな用語を用いていおり，必ずしも一義的ではない。

4) 安達清. r社会教育実践論』・・…潔想社一一昭和41年
安逮は. I総合社会教育計図Jの認を用いている。 ζれは「地域型社会教湾計図と中核(コア)型社会

教育計闘をかみあわせた社会教育の計画Jと説明している。一一68ページo

5) 隠本包治，山本恒夫他. r社会教育計磁』……第一法規一一昭和50年。
乙ζで「地域社会教育総合計倒jの用語が用いられている。一一21ページ。

6) 磁弁正久，前掲空襲一一44ページ。

7) 出代元弥.I地域社会教育の改善と評俗J苅掲議一一 70ページ

8) 安達清，前掲警一一66ページo

9) 古聖子有隣. I地域社会教務総合計爾J……岡本包治， 山本領夫，前捻塁喜一一26ページ。

10) 大出発.r地域教育計調J……福村芸書房一一昭和24年。
11) 大泊先自身. I地域の教育計画J……岩波講~ r教育J第4巻一一昭和27年一一 213ページにおいて臼
から失敗を認めている。

12) 藤岡貞彦. I教育計凶論の復権j……一橋大学社会学研究14一一昭和50年一一 239ページ。

13) 佐藤一子. I地域教育運動と社会教育の計磁化J……昭和50年度社会教育学会レポート。

14) 那須野隆-.1社会教育計磁J…・・社会教湾事典……進々堂一一昭和43年一一 322-326ページ。

1. S市における公的社会教育の到達点と f市民大学構想J

まずS市iζおける公的社会教湾を中心にその到達点を分析し，社会教育計額及びその立案に際す

る課題をまとめてみよう。

(1 )学習集団

S市における地域社会教育計劉立案の当面の主体たりうる学習集罰からみると，それは由自主的

学議集団.@民間事業体(間体)を中心とする学習集問，③公的社会教育にかかわる学習築問の三範

曙にまとめる ζ とができる。

( Il El主的学習集団

既存の民間事業体{団体)とほとんどかかわりをもたない市民の自主的学習集団は，主要作物別

の農民の学習集団，聖書研究会などをゆ心とする宗教関係学習集団，及び青年爆を中心とし学習を
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市町村社会教宵計樹立案lと関する一試論

主目的とする住民のサークルが若干みられる程度である九

学習活動を趣味・スポーツまでひろげて考えると，市の文化協会，体育協会に加わっていない団

体として，諸々の趣味の会があげられ，実体のあるものが20団体程度存在し，かなり活発である。

他に，青年集開中心の親綾的サークル・奉仕間体が若干数えられる。

ζ れら5間体のうち，関碁，将棋， BB Sなど上昔話間体をもつものは少数で，大部分は自主サー

クノレであるO ζの自主サークルの消長は非常にはげしく，全体的には増加傾向にあるものの，長つづ

きしているものは少ない。現存するおサークル中 5年以上つづいているのは五つにすぎなL、また，

ζれら集団の農村部からの退織が目立っているO

(四民間事業体(団体)を中心とする学習集団。

ζの種の学習集団は多数考えられるが， S市において実体が認められるものは，市内 5農協に

加入する農業経営者層，商工会議所，青年会議所の所属者，及び企業内教湾の単佼従業員集閣である。

特に企業内教育集団は，多数存在しうるはずであるが，組織だって行なわれているものとして，

S市にしては大きな規模に属する五つの企業がかぞえられるにすぎない。

農協青年部 (5面体)，農協婦人部 (5団体，合計80支部)，労働組合(地区労加入21団体)，農民運

動組織(農民連盟)等における学習活動にはほとんどみるべきものがない。とく!C，農協青年部など

農協関係の集簡の学習的機能が他市町村lζ比較して弱いように思われるO わずかに官公庁職員集団2)

による文化・スポーツ活動iζ活発さがみられるO

民間事業体(団体)，ζは多数の集団がありな表 1-1移最近5年間の社会教育関係団体数の推
がら，それらの多くが，潜在的学習集団の段瀦に

とどまっているといえる。

以上みてきたような傾向は， ζζ数年間ほと

んど変化がなく推移してきている。

{麗} 公的社会教育にかかわっている学習集出

ζ の集由も多種で数も多いが， ζれまでみて

きた集団の中では最もはげしい変化がみられるの

であるO

昭和45-49年の 5年障の主な間体の数のうえ

での変化と表 1-1にまとめた。

老人クラブ，子供会(育成会)の増加一特

に中心部一ーがみられるが，ゆでも老人クラブめ

倍増が呂立つ。

逆lζ単位青年間，地域単佼婦人会の減少ー

とくに周辺部一ーが大きく，青年簡は半減してい

る。また，地域婦人会や農協婦人部の分派的性格

の若奏会 3)も横ばいである。

青年・婦人の既存網羅間体が不振のなかで文

化団体協議会，体育団体協議会傘下の団体は活動

が盛んになってきていた。

詳しくみると ζの両者には次の相違がみられる。
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昭和4!1年 昭和45年

単位青年間中心部 6 9 
周辺部 4 11 
計 10 20 

地主主・単位婦人会 中心部 11 15 
よ詩辺部 4 10 
言十 15 25 

幸吉 安 会中心部 7 9 
間辺部 4 3 
計 11 12 

老人クラブ中心部 14 5 
周辺部 4 4 
計 18 9 

子供会(育成会〉 中心部 31 22 
周辺部 47 40 
計 78 62 

文化サークノレ中心部 31 20 
周辺部 18 
計 31 38 

体 苦手 間 休中心部 19 19 
長号辺詩哲 13 7 
言十 32 26 
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教育学部紀婆第27号

文化毘体……増加が中心市街地に集中し周辺部の一定地域をカバーする団体が急減，その存在を

みとめる ζ とができなくなっているO

スポーツ団体……全市をカバーする屈体数は ζζ数年ふえていないものの，周辺地域において文

化団体とは逆に増加している。

的)まとめ

以上三三つの範隣の学詩集団について概観してきたが，それぞれ次の点がi0l!題といえる。

自主的学習集団……そω数が非常に少ない ζ とから，零細経営に属している放に民間事業体の

(潜在的〉学習集団一一例えば労働組合などーーに加わる乙とのできない多くの住民を対象に，数の

増加，質の充実ーーとくに長つづきする集団の形成一ーをはかつていく乙と。

民間事業体〈団体)の学習集団…日主IC，既存の潜夜的学習集団を顕在的学習集自に転化させていく ζと。

公的社会教育lζかかわる学習集団……市街地中心の有忠集閣の形成もさるととながら，青年婦人

を中心とする農村に基盤をもっ学習築関の再生を計っていく ζ と。

(2)公的社会教育

(1) S市の公的社会教育iζ対するま緊事者の考え

とζ ろで，公的社会教育の盛衰は，自治体のま理事者の考え方に負うととろが大きい。 S市の場

合，理事者は以前から公的社会教育に対しでかなりの週解を示してきたし，最近では期待感をもって

いるようにみうけられるO

それは具体的には予算と人員配置に表われている。

教育費(総予算lζ占める比率は全道平均を若干上廻っている)の中の社会教育費の比率は，学校

や社会教湾施設建設という臨時的な経費が計上されていない平年時でも25%前後であり，社会教育費

の臨時的経費を含めた全道平均比率20%(それもやっと最近その比率K到達した)と比較するとかな

り高水準にある。

また，関係職員も，乙の10年間における86名の市常勤職員士慢のうちは名が社会教湾部門に配置さ

れ， 12名から26名へと倍増している。

その他に非常勤の施設長5名，社会教育指導員，さらに道職員身分の社会教育主事2名 cl名は

青年の家配属〉がおり， ζの規模の市では水準を上廻る陣容の厚みをもっているのである。

しかし，理事者の期待は，地域的lζ表面化してきた諮問題の解決にあたり，財政的事情などから

産業・経務的面での解決策では手がまわりかねる部分を，社会教育部門でカバーするととにあるとい

う傾向もないとはいい難し、。そのための俊民の文化教養，体力向上策として位霞づけられているO 異

体的lとは，昭和44年iζ制定された市民憲章の普及，学校統廃合(最高時小中学校合計40校→現在21校)

による地域の文化的拠点喪失のかたがわりなどがあげられるO したがって，真の住民の自主性や主体

性の形成，生活iζ深く根ざした生産・生活学習のとりくみが充分とはし、えなかった。

それでも予算や人員配置のうえでの優遇策は 一時金国的にも注目された農民大学の開設や4)上

川北都全域をカバーする「青年の家jの建設に示されるように，公的社会教育における一定の特色や

指導性のある地域になりえた条件だし，後述するような住民の能動的側面の形成をもたらした大きな

要閣となった。 ζの乙とは見逃しではならないであろうO

(狂) 教育委員会の行なう公的社会教育の現状と評価

ζれまでS市においては，社会教育計爾が独自の形をなして存在した乙とはなく(市のマスター
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市町村社会教育計樹立君主lζ践する一試論

プランの中に施設建設計画が含まれているのみ)，年次毎に自擦が設定され，事業が計閣されてきた。

その呂擦をみると，社会体育関係のそれが比震を増してきたのが自立つ以外，ほとんど変化はなく"7

ンネリズムにおちいっている傾向は否定し難い。すなわち，新しい悶標の設定が主主請されているといえる。

教育委員会所管の庭内施設をみると，図醤舘併設の中央公民館(620 m2) ・1ぢの出張所併設の公民

館(3書官)，分館(19舘)の公民舘群の他には，あまり規模の大きくない青少年会舘 (440m'り，青年

の家，総合体育舘がある 5)。青年の家は先述のように住民の専用施設とはいえないし，総合体育舘も

スポーツの場で狭い;意味での学習の場ではない。住民が専ら利用できる狭い意味での学習施設は，小

規模・併設・配置のかたよりなど，中途半端な性格のもととなっているO

前記施設のうち後三者は ζの10年龍lζ新たに建設され表 1-2朴会教育関係事業件数

たものであるが， ζれらがそれぞれ単独の事業をもつよう

になり，それだけ事業の細分化やタテ割りが進行してき7こb

現iζ，昭和49年度社会教育関係事業の件数は表 1-2 

K示すように 105件に透している。 ζれを六つの範礁に分

けて分類してみると，住民が学習の場で能動的役割をはた

す学級講座，講習会，研究会はどは 3分の lにすぎず，行

・会議・諸々の啓蒙活動などがそれを上廻る比重告示し

ている。そして事業件数は不断に増加し，細分イとされてい

るO 例えば中央公民館は， 乙れら事業中61件(約60%)!ζ 

何らかの関連をもつが，この 5年聞に関連する事業数は10

件も増加しているO

(m) 一般行政部門で行なわれている社会教育関連事業

事手 業 分 類

学級・講座・教I'f

2 講習会・研修会・研究会

3 講演会・交流会

4 行事(成人式・体育祭など)

5 会議・連絡会

6 相談・話事業・助成・その他

言十
一 一一晶一一一

注 昭和49年度

件数

14 

19 

18 

18 

11 

25 

105 

学校教育と異なり社会教育は，教育委員会専決事項ではないので，一般行政部門でも社会教育そ

のものか，それに近い事業が広く行なわれている点に注目せねばならなむ、。しかし，社会教育計画の

方は，教育委員会の所管するものにほぼ限られ，これら一般行政のは持外におかれて来た。今日の実

態をみると，それらは社会教育計劉的にも，したがって社会教育計額論的観点からも，無視できない

豪大なー衝を含んでいる。

一般行政で行なわれているそれら事業の広がりをみると， s市の場合，出張所を除く課及び談相
当組織23のうち14にまたがり， 66件にも達しているO

ζ れらの具体的な項目と予算額については表 1-3K示した。そのうち，とくに社会教育と関連

の深い事業は表左繍に示すように， 26件 6千5百万円lζ達する。社会教育と深い関係にはないが何ら

かのかかわりをもっている事業は40件 7干 2百万円である。双方の合計は l億 3千万円lζ達し，教

湾委員会の社会教育費の7子2百万丹をはるかに上廻っているO 乙の年度は，生活改善センターや公歯

襲といった臨時的緩費が特iζ多しそれを除くと 6子万円程度になるO それにしても，脅少年対策費

(他の市町村の多くは一般行政が所管)が加わっている教育委員会の社会教育費とほぼ匹敵する規模

であり，一般行政部門の社会教育的事業の比重がいかに高いかがわかる。また，その事業の内容をみ

ても，教育委員会でカバーしている分野より， 日常生活iζ深くかかわっている分野が多いのである。

ζの公的社会教育の一般行政への拡散は，従来から問題!Cdれてきた人の市民lζ対し各行政部

門が多元的lζ関係をもつことKよる混乱を意味するだけではなく，本来，教育部門が担当すべき分野

を…般行政で行なう ζとの限界からくる学習教育活動の枕滞をもたらす可能性を強く含んでいる点で
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問題である。

例えば，前述のような実績を残した農民大学lとしても， 15治16Bという長期的な研修から，農業

学閣の休鼠と期を-1として，最近傍単な-B講習会iときりかえられた要因のーっと考えられる。縮少

の理由として農村青年の減少による受講者不足があげられているO しかし農民大学，農業学園とも

般行政部門が所管しており，一般行政部門における事業に応、々みられる行事消化的側面が，タテ割り

行政による教育

面も否定し難し、。

一般行政lζ広く拡散している補助金や主催共催事業はその対象の伎民を行政のタテ割りにしたが

って分化し分断してしまうという作用ももっている。

そして一般行政で行なわれる社会教育的事業の内容は，住民の安求でとりいれられたものは少な

し国や都道府県レベルからおろされてきたものか，その線にそったものが皮倒的に多い。すなわち，

一般行政に色濃い宮僚的機構や財政的支配を通じて，患家独占資本主義下の国家政策が，住民iζ対す

表 1-3 一般行政で行なわれている社会教育的事業とその予算額 (昭和50年度当初)

などとの連携の不充分さ故lと進行し，内容を魅力のないものにしてしまった側

社会教育に特に関係の深い費自 金 額a同 社会教育に関連する領域と考えられる費目 金 額b問 合計 (a+b) 

p:: 市民会館管裂 3，776 納税貯蓄透動・選挙魯発 6，627 

市民憲章推進 5∞ 広報費・公区長報酬{也 6，314 

老人クラブ運営 3，860 各陣抱談員報量購謝礼 2，185 

綿入会舘・児童会舘管理運営 4，678 民生委員・保護筒・献血関係助成 1. 798 

識業訓練費 340 交通安全教育隣係者・主語体助成 3，4∞ 
敬老会経質{也 2，2∞ 

労政資 地区労文化事業助成他 850 動労青年の日大会 500 

労働格談他 330 

商工費 母雛学級・母子健康推進 583 衛生教湾関係団体助成 L600 

犠営者・庖属議陵 l印。 木彫民芸獲闘機 130 

生活学級・消費生活憾係 1.171 消費者モニター活動 450 

背年会議所助成他 300 

農林費 生議改善センター建設 47，250 農業改良・共励会助成 710 

市脅年会議事業 600 農民教事事関係団体劫成 2，430 

農業・器産講習会梅外研修 350 森幹愛護 6∞ 
各衛農業研究図体助成 1，120 水稲試験場 5，065 

公闘費 青年の家周辺公観察犠他 37，444 37，494 

計 65，178 72. 133 137，311 

( 26件〉 ( 40件) (66件)

(書考〉

社会教湾費 社会教湾総務費 10，088 

常勤臓鐙由人 公民舘費 12，977 

件費を徐く 図警鐘費 3，843 

轡少年目家費 11，360 

脅少年会舘費 2，130 

保建体育総務重量 8，781 

スキー場管理費 2，716 

体育館管建費 15，966 

青少年対策費 4，695 

針 72. 556 

一
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る啓蒙という「教育的Jな側面をつよくもっておろされてくる。一般行政部門のそれは，政策侵透の
有力な一翼をになっている ζ とになる。

戦後30年の民主化の実績や限l民の教育水準の向上は，独占資本の手1]主主追求を低抗なく進める ζ と

を罰難にしているが，その対応策として，資本の論理を貫徹するための政策教脊を住民に対して全面

的κ展開してくると同時に，行政的タテ苦手jりにしたがって住民を分断する ζとによる意識支配が計ら

れてきている，という脈絡で公的社会教育の一般行政への拡散をとらえるとき，教育の根本にふれる

重大な問題がそ ζ に含まれている ζ とが明白になるO しかしS市では， ;7テ割りの弊害は行政担当者

や住民の一部からさけばれているが，乙の ζ とが住民の主体性形成iζ逆行する要素をもつものとして

はほとんど認識されていない。

(問課題

社会教育部門への環事者の期待の大きい ζ と，その実態的うらづけとして予算や人員配震面で一

定程度優遇されてきた乙との反面，社会教育行政の年次的自擦の国定化，概して中途半端な施設の存

在，事業の不断の増加，諸事業の行政的タテ割りの中での細分化という実態の進行が他方にみられる。

すなわち，手づまりな状態におちいりつつある側面がいくつか存夜し，その克服が課題となろうO 理

事者，社会教育関係者による ζ うした課題の認識が， r市民大学構想JK結合してきたともいえるの
である。

(3) S市住民の能動的側面

しかし，前述のような消極的商ばかりがS市にあるのではない。他方では公的社会教育の地道な

活動が，社会教育をもりたててい乙うとする能動的住民腐を蓄積してきた ζ とを軽視しではならない

であろう。

ζ うした能動的住民層の存在の証友として次の諸点が指織できるO

S市では，公的社会教育lζおける調査活動がかなり夜発で，教育委員会の手ーによるもののみでな

く，青年会議所でも数臨調査を実施しているなどの蓄積があり，市職員を含めて一定の調査力量をも

った人々がかなり存在するO

ζ のζ とは，われわれが行なった一連の調査や実践的活動のなかでもたしかめられたと乙ろであ

る。

先述したシンポジウムの開催に当っては，通知した人々の庄倒的多数の参加を得たし，個人対象

の調査も，われわれが直接編成した調査隊ではとうていなしえないような規模の調査そ，調査協力員

の手によって実施する ζ とができた。とくに社会体育関係者は，自ら製んで，われわれの計画lζ倍す

る調査対象者の屈答を得る呂襟をたて，それを達成したのである。

また s市では行政方針として，社会教育鑓係の各属委員，公民館分舘長，分舘主事等の枠をで
きるだけひろげて，公的社会教育lζ積極的lζ参画する層の確保をすすめてきた。関係委員会議は八つ

もあり，他iζ体育指導員，青少年育成推進員，分舘担当者(舘長・主事)が謹かれている。そして ζ

の5年聞に， ζのいずれかの役割を経験したζ とのある人は200人を優に ζ えるO

そうした実績は，各橋委員会議中でも代表的な社会教育委員会議の活発化となって表われてき7ごb

乙の会議は，他の市町村ICありがちな行政方針の追認機関にとどまる乙となく独自の方針をうちだし

てゆく役割を演じている。現に， ζの会議の答申によって新しい事業がお ζ された併もいくつかある。

「市民大学構想Jも社会教育委員の中からもともと提起されたものなのである。すなわち， r市民大
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学機想、j乙そ， S r打社会教育の大きな到達点といいうるのである。

そζで，それについてもふれてお乙う。

(4) r市民大学構想j

(I) 経過と背景

「市民大学講想jは，兵体的iとは「それぞれの時期における生涯教育の体系化jについて教育委

員会が社会教育委員会議K行なった諮問の答申として， r市民大学講腹開設要領(案)Jのかたちで
公にされた。

ζの諮問の以前，既iζ一社会教育委員から rr S市市民大学講座J私案Jが社会教育委員会議iζ
出されており，諮問とともにその私書きをもとにして検討がなされた。結果として，その私案の考え方

が答申の骨子として探用されている。

答申の内容は多くの問題を含み 教育計画論的な立場からの批判にたえうるものとはいい難いの

で， ζζでは詳述はしない。住民各階層の各種学習集部の拡大・活発化とそれに見合った公的社会的

教育の結合的再編成(一般行政部門の社会教育的事業も含めて)にその自襟がおかれている ζ とを指

摘するにとどめる。

「市民大学講想、jは，住民や社会教育行政担当者による，今まで述べてきたようなS市社会教育

の困難点や積綴聞に対する一定水準の現状認識のもたらした成果といえる。すなわち，主K能動的住

民震による S市住民の学習活動のあり方iζ対する疑問と，社会教育行政担当者の予づまりな状態に

おちつつある公的朴会教育の抜本的再編成への志向が一致した結果もたされたものである。もちろん

S市の将来に対する危機感が，能動的住民層や行政担当者双方の考え方の底流にある ζ とは云うまで

もない。

(n) r市民大学構想jの性格

前にのべたように ζの構想、の骨子となっている部分は，教育委員会の行政担当者によってではな

し一住民によって提起されたものであるが，その ζとが， ζの構惣iと積綴的な特色を与えている。

その第一は，対象や内容が従来の行政の枠にとらわれない広範なものをもっており，市民大学を

社会教育行政の中の一分野としてではなく，総合的なものとして位罷づけている点である。すなわち，

「市民大学構想Jは成人学校の各称をかえたにすぎないような部分構想、ではなく，その性絡からすれ

ば実は社会教育計関そのものなのである。

第ニiζ，他の市町村の市民大学の多くが，その動機や内容面で地域開発計闘の線に沿う性絡をも

っているのに対し， ζれはそうしたいきがいがりとは無関係に，むしろ地域開発計倒そのものに対す

る潜在約疑問から£さむ〔介主ている点があげられる。

ζの構想は，従来の社会教脊行政計問に多くみられる媛少化された側面を克綴する糸口をもって

いるのである。

しかし，もちろん多くの限界がみられないわけではない。

きっかけは別として，その兵体化の過程における行政主導傾向を脱しきる乙とができず，よから

の公的社会教育の総合化lζ追従してしまう可能性をもっているo

そ句最大のものは，住民の教育的問題を行政のカによって解決しようとしている ζとである。例

えば答申け，労働総合や政党の教育活動も射粍lζいれる半面，市民大学で一定の謀科を終えた人々に

対する顕彰制度づくりに 最大の力点をお ζ うとしている点にもみられる。

-12-
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(5) ま と め

以上のように，公的社会教育の促進という限られた領域からみただけでも，現tEの社会教育や学

調活動の再編成がS市においては必要不可欠であるといいうる。

その具体的課題は，第ーに学習築田の形成・拡大・再生であり，第二は社会教育施設の充実であ

り，第三はタテ苦手l行政の下で膨張し細分化されていく f教育的」諸事業の，住民の立場に立った整

潔統合である。

更に直接再編成の課題とはいえないが，行政・財政的指導をi湧じておろされてくる国家レベルの

住民教化策と住民の分断化をいかに克服してゆくかも重大である。

ζのζとは，社会教育計閥識のうえでも，一般行政で行なわれている公的社会教育を，住民主体

の計陣論の中にいかに位号室づけてゆくかという課題に結合している。

今一つの計画論的課題として，地域開発計廊を源流にする ζ とにより，また行政計闘であり部分

計阪である故に媛少化されてきた「市民大学jをより大きな流れでとらえなおし，その弱点を克服し

てゆく ζとがあげられる。

以上あげてきた具体的課題を検討する前に，再編成のための慈本的視康をみすえる必婆がある。

乙の究明 ζそが最も大切である。

く注〉

1) ζの他lζ，住民の 1人が伎民!Cよびかけ，かっ私費を投じて開いている rs文学学校Jがあるが，乙
れが学習集局を形成しているか否かについて評価か)jIJれるととろである。

2) 公約社会教育の視点からは，官公庁験員集恩も民潤的集団とみられるので， ζの範鳴に加えた。

3) S市iζは，有志築思的表委会と網羅団体遺5奏会があり， ζζでは後者の性格をもったもののみを指し

ている0

4) ζれは，自穣久. r農業労働における青年の役割j講造と社会的態度J……北海道大学教育学部紀要第16
号一昭和43年……同じく rs農民大学報告J..・H ・月初j社会教育昭和43年8JL '!古川順一. r北海道
S市の農民大学J……月刊社会教育一一昭和39年4月…ーなどでたびたび報告されてきた。

5) 一般行政が所管している住民の学努の可能な施設として，市民会舘，婦人会舘，兇議鎗など(偽に生活

改善センターが今年度建設された)あるが社会教育事業高では主に貸鎗である。

2. S市におりる地域課題と生活課題

(1) は じ め

S市における社会教育計画を立案する際の基本的視座そみすえるためには， s市住民の地域課題，
生活課題をはじめとする諸課題を明確にみいださなくてはならない。

まず2節では下部議造(産業・経務)簡の分析を通じて，地域課題，生活課題を究明し，次の3

筋ではそれをふまえて，住民の意識議造聞からの課題をさぐってゆく。

(2) 巌業・経済商からみた地域課題

(I)実態

S市のi!E業経済は，現在激しい綜少再綜傾向のr:f:!1Cおかれている。

S市は，上川北部lと佼霞し，基盤である農林業と，その生産物の集積拠点としての機能をもっ間

関都市である。

q
u
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林業は資源枯渇・エネルギー革命などで，草案業としての比君主は低下し，農業がほとんど単一の基

殺になっている。

その農業は，全道的視野から見ると特色がうすく，イ氏位不安定生産力地帯に属するといえる。稲作

娼作・酪震のいずれも存在するが，最も比震の高い稲作1)はその北限地幕lζ近く，多数の先人の努

力によって生産力の上昇，冷筈の相当程度の克服が計られ，安定してきたものの，上)11中部に比較す

るとなお不安定要閣をかかえている。他方，畑作・略農は十勝，根室のように地域農業をささえるま

でにはなっていない。加えて限界地農業の特色である需給調整弁的役割を負わされ，地被農業発展の

方向性を定めにくく， ζれが農業投資の分散化・遅滞化をもたらし，ますます特色のない生産地主義と

なるという悪徳環の下に経過してきた。

しかし， ζ うしたS市でも，隣町のダム建設lζよる造問をきっかけに上川北部の水田納得の中核

地たらんとして，稲作最重点の政策方向がかなり明確にされたが，皮肉にも，そのタ。ムの完成の年か

ら稲作生産調整が行なわれ，その結果水田の4分の3カ転作し，全道有数の出稼ぎ地搭となるなど，大きく

混乱した。それがいまだ収拾されず，今後の方向を不明確にしている。

鮒場の農林産物を原料とする工業も，とうした農林業の影響をうけて停滞傾向がみられる。中心

である木材・木製品加工及び食料品加工工業は，最近伸びなやみの傾向をまし，地場lζ必ずしも原料

基騰を賢かない窯業の比重が，道路整備やダム建設など地域開発の進行という行政的条件によって，

上昇してきた。しかし ζれも不況とともに，各地からの競争が波及し，不安定要因が増している。

最終的には農村・農業の鱗売カlと規制jされている商業も出稼ぎの増大に加え， ζの10年間に農家

の4事干に 1軒は離援するという事態に直面し，周辺地域の縮少傾向が目立つ。とれは，中心市街地に

も大きな影響を反えた。すなわちもともとあまり有力でないうえ，札幌市や旭川市に併呑されつつあ

った卸売部門を大縞κ後退させ，食品販売業，サービス業等の減少をもたらした。飲食r.:sが， ζれらを

かたがわりするかのように増加しているが，売上げの伸びは鈍化している。

旭川市と上)11北部の今一つのmN市にはさまれた S市では，もともとその鴎闘が広くない。例え

ば衣料，身のまわり品の購入先をみると隣接町村をほとんど商簡にとらえられないばかりでなく，市

内の旧村部のすらはっきり商曜にとらえていない実情にある 3)。

国鉄・パス・その他運輸業も，過疎化，減反，モータリゼーションで，人，物資とも輪送量が大き

く減少しており，紛らかな縮少傾向にある。

商圏などにみられる中心市街地の影響範閣の狭さは，離農人口の収容力娘界が低いことを意味し，

市外への流出tとより，人臼減を顕著にしている。人口は ζの20年間に約 l万人減少し 3万をわずか

に上廻る水準までおち ζんだ。しかも周辺部の人口減が著しいω。

人口構成でも女性化，老令化の進行によるアンバランスが顕在化している。

(1) 60才以上の人口は 10.5%(昭和45年国勢調査)であり，特に農家のそれは17%与をとえている(昭

和50年農業センサス)。

@ 若い女性の市内滞留化か顕著で，とくに20-24:t層の性比は59.9K迷している。逆にいえば青年

男子の流出がきわめて搬しい ζ とを示している。

男女別，産業部の就業人口構成を表 2-1!ζ示た。第 I次産業就業者の減少と，第盟次産業就業

者の増加が顕著 iとみられる。とくに第百・薗次産業における女性就業者の増如が著しい。 ζ れら

のことは，それだけ曾悶化・プロレタリア化の進行を意味しているようにみられる。

S市t;t，高度成長政策期を混じて地域開発計闘の拠点、であった ζ とはなく，産業投資が遅れがち

-14-
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であったうえ，道央を拠点とする開発政策の影響をうけ，過疎化，出稼ぎ化をはげしくひきお ζ した

のみか，減反政策で更に混乱が大 表 2-1 産業別就業者教

きくなった。他方，地域開発のも

つ総花的側面iとより，拠点からは

ずされた地域とはいえ，道路・ダ

ム建設などの開発投資が及び， s 
市としての依存度も低くなかった。

しかし，交通体系を変革させる開

発抄資は， s市を好む ζ好まざる
とにかかわらず経済圏の再編成の

うずの中にまき ζんでしまった。

混乱を克服し，あらたな方向性を

みいだせないうちに，旭川題坊の

中iζ刻々とり ζ まれていきつつあ

るのがS市の実情である。

昭和 40 年 昭和 45 年
産業部門!'JIJ

男 女 計 男 女 言十

実数 4，327 4，360 8，687 3，637 3，712 7，349 
第I次

% 49.6 43.9 

実数 2，477 628 3.105 2，371 727 3，098 
第区次

完6 17.8 18.5 

実数 3，439 2，287 5，726 3，676 2.624 6，300 
第盟次
Fぢ 32.6 37，6 

~数 10，243 7，275 17，518 9‘684 7，063 16，747 
計
Fぢ 58.5 41.5 1∞..0 57，8 42.2 100.0 

注関勢調査より

国家レベルにおける，既存の工業地績の拡大とその簡の結合を密にする型で一貫して進められて

きた工業開発諸政策や，農家，稲作の減少を企んだ基本法農政や減反政策の，道レベルにける，送央

拠点型の開発政策の政策的欠陥が集中的に表i乙出てきた地域のーっといえよう。

CD)地域課匙と生活課題

S市では，目下危機的状況が徐々に進行しつつある。他方， s市自体，たしかに一つの行政単位
ではあるが，住民連帯という実質的観点から見ると，一つの地域を形成しているとはいい難い罰がい

くつか指摘できる。

第ーに， s市は，昭和29年， 111lJ 3村を合併して市制をしいたが，中心となっだ!日町からみると，
もともと間一町村であったものが分村してふたたび一絡になったのは l村のみで，他の 2村は汚Ijの村

から分村し，合併によってはじめてー絡になったという歴史的経過がある。

したがって，管の親村の影響や，単独の行政区であった領の独立性が残っており，合併後20年少

々では払拭しきれない函がみられる。例えば，農協や農民運動組織はいまだに田町村単位である。

また，もともと ζれら町村には経済力，生活条件などの地域格差があったが，合併によってそれ

が是圧されるど ζろか，基本法農政や開発政策などの影響で，ひろがる方向にある@

第二iζ，基幹産業である農業も，畑作・路E豊中心の旧O村，水田単作の!日T村， 7.ka主，畑作・
酪農従の!日 S町.K村というように蕊鮮もちがう。

そうした事情もあってか，農家との結合が最も強い農協は五つもあって，その事業運営や級織活

動も統一的なうどきより分紙的なうどきが勝っている(:いえる。例えば，市が最近定めた機械の共同

化とあとつぎ対策もり ζんだ農業振興条例のうけとめ方も 5農協ヲちまちで計しろ消械的対応、にと

c";fっている。
更に，米の生産調整は，地域によっては水田移行者と，転作者(特に麟農) ・休耕者との間IC，

OlJえば7.1<利料の負担区分などをめぐって対立をもたらした。

第三に，商業lζついても， s市を一つの商業簡として包含し 独自の発展方向を把握するまでに
なっていない。

員
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ζ うした中で，住民俄々の偲月IJ的努力が必死に行なわれているが生活諜題及び地域課題の共通認

識や地域発展の合意がみられなし、。

はげしい産業経済の縮少傾向と非主体的地域再編成を克服するためには とれら地域的ギャップ

をうめて，いかにして一つの地主主としての振興を計ってゆくかが，最大の地被課題といえよう。との

乙とは，住民全体が，住みなれた土地で今後も豊かに生活していけるか否かという最も切実な生活諜

題と結合しているはずである。

(3/ 住民愈識菌からの課題

( 1) 階扇別意識講造

前節でみたよう IC，下都構造及び住民意識の総体において凝集力lζ問題を残している S市である

が，住民の階展別の意識はどうであろうか。地域差・性差・世代差の五点、から， s市住民対象の調
結巣を中心に観察してみよう。

S市住民の意識調杏を行なう際， -成人男子・婦人・高令者の 4階層に区分したが，就業者構

成を分析して，その階層内にさらに存在する階溺の代表的なものからは認査対象者をえらばなくてはな

らない。その就業者機成を表 2-2のよ段に示した。

4階層とも，性別，農村在住者と市街地在住者の階磨区分は基本にすえなくってはならないが，

他に脅年層では特に比重の高い商業，サービス業従業者に対して，成人男子では，公務員・会社員の

サラリーマン腐の他lζ第 E・藤次産業の経営扇lζ対して 婦人では 主婦扇(非労働力人口)・市街地

有職婦人人口に対して，高令者では働いている人に対しての配慮が対象者選定の際になされなくっては

表 2-2 S市の就業者構成と調査対象者 (上段は昭和45年国勢調査) (人)

予雪 年 成 人 高 令 者

15 ~ 29 才 30 ~ 59 才 60 才 以 上

男 女 ま十 男 女 計 男 女 計

総 人 口 3，579 4，563 8，142 6，282 6，689 12，971 1. 709 1，767 3，476 

就 業 人 ロ 2，545 2，461 5，006 6，153 4，251 10.404 986 351 1，337 

就 第 I次産業従業村者 769 962 1， 731 2，347 2，516 4，863 521 234 755 (農)
3長

寄~n 廻f 市次産業街の従事者 1， 776 1，449 3，275 3，806 1，735 5，541 465 117 582 
者
備 (3}ド 2，438 723 1.416 2，139 

構 (卸ス小業従売事・者サ)ーピ

成
1. 006 1. 815 約 706

考
(第経営z者置次層産)業の

認 農 村 24 8 32 31 30 61 10 (3) 7 (2) 17 
査
関 市 護者 地 9 9 18 来140 療231 71 8 (4) 10 (1) 18 

答者
昔十 33 17 50 71 61 132 1R (7) 17 (3) 35 

※l 会社員22人公務員18人
※2 有機婦人17人 (家族従業者も含む)主婦14人
※3 高令者の{は収入のある仕事についている人
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農村夜住者 市 街 地 夜 住 者

農業
農業

言十 農業
農業

計 備 考
以外 以外

育 主手 25 3 28 7 9 16 工業4 文化3

% 89.3 10.7 100.0 43.8 56.3 l∞.0 観光2
成人男子 29 2 31 20 13 33 工業9 文化2
% 93.5 6.5 1∞.0 60.6 39.4 1∞.0 
婦 人 22 2 24 3 19 22 文化11 工業6
% 91. 7 8.3 100.0 13.6 86.4 1∞.0 
計 72 7 'i9 30 41 71 

9ぢ 91. 1 8. 9 l∞.0 42.3 58. 7 1∞.0 

喜美 2-4 階層別による市街地・農村在住者の意識のちがい

農 村 子作 街 地 」
脅 q 学習慢心

年 a事業実務{護'"線被・土滋・経営) 72. 7 % スポーツ
5353サ 35g9UE スポーツ 33. 3 ~彰 技能・置絡取得

。学習関心

蝿 家料編 庭物 管・理手理書 22田33333999E6 6 料鞠社 儀会・理最橋 気後 2259216o e 妨9q6 彰

人 。 老後をどつするか

子供iとめんどをみてもらう
出3333劣% 預子供にめん金どをみてもらう 54512699彰E 預金

続
。 平状の関心唱

人
宮地犠線の逮帯ζ と(経営・栽続技術・集委機織} 害警2EPま2雪FJ人間鴨係}

男

子
。 趣味教劃と対する関心、

繕せまい{主κ旅行〉 輔広い{多様で傾向だせず〉

高 。 高令書の実態

令

か老な人りク編ラ一プ的の結集帯夜い
老人クラプ由結集車低い

者
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農村青年lと農業実務への関心が高い ζ とは，将来の経営のにない手としての自覚によるもの

か，他の広い領域iζ目を開いていないのか明らかではない。スポーツ婆求が共通して高いのが目立つ。

錦人においては，双方とも料理が支配的であるが，農村婦人が家庭管理といった伝私的な主婦と

しての役割をはたす ζ とに関心をむけているのに対し市街婦人は より社会的な方向に自がむいて

いるという相違がある。しかし，市街地婦人にみられる社会的な関心は，地媛課題iζ対する関心にま

でなっておらず，余椴のすどし方などをみても，テレビ・休慰・個人的な読書や趣味がEE俗的で，結
局，物価景気は家計とのかかわりから，社会福祉は老後の ζ ととの関連からみていると考えられ，農

村部婦人隠より社会的とはいえマイホーム主義が根幹となっているようである。

成人男子は，営農6)や職業技術，職場の ζ とに関心が集中しているが，市街地では，公務員が主

に職場管理7)をあげ，会社員は雇用問題，労働条件 8)などをあげる者が多いとのちがいが出ている。農

村成人男子にみられる地域連帯への関心は，部落単位で運動会をやったり祭を復活させた ζ とがよか

ったなど. I日来の範凶の地域連需の主主を出ておらず 古い農村共闘体へのノスタルジアlζ留まってい

るといえよう。

高令者の関心事は，市街地・農村間lζ大きな差をみいだす乙とができなし、。ただ老人クラフザへの

結集の度合はおおいに異なる。農村では参加が網羅的であるのに対し，市街地ではその率がイ氏L、。市

街鮒においては. j働かなくってはならない人，体の懇い人，偏厨でそうした集問lζ如わらない人など

高令者の実態が多様であるためであろう。それらの潔由による不参加者は，多くの場合市政や地域iζ

対しては無関心な!震に隠している。しかし 老人クラブに参加している高令者の意識が高いとは必ず

しもいえず，単なる乙ぽし先であったり 家にいにくし、か または出されるから出てくる人々も少く

ない。他方，高令者の中Kは.s市iζ深く根をおろし，いまだ現役として管理的部門で活躍している
人も存在する。 ζれらの人々の多くは老人クラプ・高令者学級の不参加者とえる。

表2-4の全体を通してよみとれるととは，すべての階層にわたって，市街地では個性への目ざ

め，自立した億人としての行動様式がかなり進化しているのκ対し 農村部ではまだ家父長制や!日来

の農村共同体的地域連帯の意識が払拭されておらず，自立性が弱いという乙とである。

とζ ろで，今まで指摘してきた各階溜どとの諸傾向を頭にそれぞれの特徴を究明してい ζ う。

青年は既述のようにスポーツのj志向が強い ζ と. r市民大学構想、J，ζ無関心であり，自分違だけ
のサーク Jレ志向・リーダー養成には積極的姿勢号告示すことが指織できる。しかし.s市の現状につい
ての不満や疑問はあまり表に出てきておらず，潜在的な疑問などを自己の課題として認識する段階に

至っているとはいい難い。

余暇のすどし方Kみられた市街地婦人の傾向はまったく問じように農村婦人についてもあてはま

る。そζiとはテレビ、文化への埋没がみられ，余暇の消化が偶人のレベjレでなされる段階にとどまって

いる。先に見た，市街地婦人の?イホーム主義，農村婦人の伝統的な主婦としての役割への志向など

を考えあわせると，婦人の関心がまだ、地域社会の連帯に結合していないことを意味しているといえよう。

また，政治や経済lζ関する学習関心は高くなく 10)他方では，婦人が成人男子lζ期待する学習として，

政治・経済学習(司王の将来のことなども含む)が多くあげられており11)ζの分野は成人男子まかせの姿勢

がみられる。すなわち有権者としての自覚がいまだ未成熟なのである。

成人男子の場合には，農民は農業経営を，公務員は職場管濯を，会社員は議用問題や労働条件を

最も有力な関心領域としている。結局成人男子!;t.自分の戦場や経営iと関する仕事中心の考え方を非

常lと強くもっており，封P，域社会とかかわりあうととに消板前で，委まかせにする (PTAなども事J情は
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同じ)傾向がみられる。また，

である12)。

高令者は，歴史上未曽有の困難な時期を一筋に生きぬいてきた年層にあたり，社会的視野，歴史

地域動向の把握は不十分で，余生を楽にすどそうとする考え方が強い。乙うした中で，先にふれた現.

役で管潔的職務に就いている人々(高令実力者層)は，成人男子と結合して， s市を現実にうどかし
ている。今一つ指摘しなくてはならない点は，経営権や財産業の移譲が容易に行なわれないζとである。

具体的年令をみると，市街地では65才前後，農村では67-8才で，恵子が40才iζ達してからのケース

が多いのである。

以上みてきた四!替の特徴点を，相互に関連づけてみると，次のような総合留にまとめることがで

(図2-1 )。

年iζ対する批判や注文を特に強くもっていることが，大きな特色
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高令者は， ~言令実力者!醤，高令者学級・老人クラブ参加j醤，不参加!替の三層 iζ分けられるが，中

者の層iζ篇する人々の多くと後者の}習に属する人々は，政治や地域の ζ とに無関心であるか，無関心

な状態においやられている。

成人男子は自分の仕事，経営中心主義で地域問題女まかせ，婦人は<'イホーム主義などを脱し

きれない状態で，主権者としての意識が弱く，政治・経済男まかせという関係がみられ，地域課題に

とりくむ積極的姿勢は，双方とも未成熟である。

また，成人男子は，主tζ主主令実力者層と結合して， s市に現実にうどかす役割を演じているが，
113来の意味での地域連平等や既存の生産 生活様式を守ってゆく方向を志向している。そして青年に対

しては批判的で，経営権や財産の移譲も容易にお ζ なわれていない。

青年は，成人男子や高令実力者層の ζ うした姿勢によって，伸びるエネルギーを十分発揮できな

いでいる。現状Iζ対しては潜在的疑問をもちながら，それを顕在化し対決する乙とができず，スポ

ーツ活動やレジャーを志向したり，主lζ成人男子の手によって計画されようとしている f市民大学構

想Jを無視し，サークルやりーダー!替の養成など，自分逢だけの活動の発展を考える傾向が強い。そ

うした意味で，地域課題を正面からとりくんでゆ ζ うという水準まで到達していない。更に青年男子

は市外iζ大震に流出し，現実κS市そうどかしている人々の志向する先述の枠組に私的に対応しうる

青年女子が市街地をゆ心に験場を得て残っている。

結局，政治や地核に関して，高令者の多くは無関心，成人男子と婦人の間lとは柁互移譲的関係，

成人男子と青年の簡には世代断絶がみられるのである。どの階層も地域課題を住民のレベソレから積極

的かつ統一的にとり総もうとする姿勢が弱く，大きな空自になっている ζ とは，既述の地域経済構造

の動向と考えあわせるとき，重大な問題である。

以上のように，成人男子，婦人，青年との開にみられる性別や世代差がかなり顕著であり，それ

に地域差を加えると，住民の意識は多様化，分散化している。 ζれは，意識構造の面でも凝集力K問

題がある ζとを示している ζ とにほかならなし、。

( n) 住民の中iとみられる保守的側街と消極的側図
もともと S市は屯田兵が中心となって開拓してきた地域であり，平民屯呂とはいえ，屯出兵村以

来の誇りが保守性となって残っているうえに，その後の閉体入植を含めて 出身地がまちまちで流動

性もなく，そのため共通の組先をもっ強間な団結がなかったばかりか，相互の前進を限む傾向すらあ

ったという。 ζ うした保守性は 産業経済の再編成に対する消極性にも通じている乙とは云うまでも

ない。とのような歴史的経過が，過疎や減反政策iζ直証言した段階で表面化しつつある乙とは否定しが

Tこし、。

現iζ，現在S市をうどかしている成人男子や高令者層の重要な部分に，保守性と消極性の色の濃

いζ とが指摘できる。

それはS市における代表的な民間間体である商!苫会や農協に典型的にみられる。先iζ述べたよう

に， s市iζは農民大学があったが，農協によっては，農民大学倒れともいろいろな問題の限界であったと
はいえ，青年のエネルギーと知見を積極的lζ くみいれようとせず むしろそれが批判勢力として成長

する ζ とを好まなかったのである。

商!苫会にしても，従業員が脅年集留に参加する ζ とを喜子iぎない傾向が強く，また労働議室準法学習

などを敵視する姿勢がいまだにぬけきっていない。

消極性κついても，農協は先述のような市の農業振興条例に対する対応、にその一端が表われている。
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また商底会も，札幌iζ本社を霞く大型活舗の進出を，近隣のN市街J6会がうけてたったのとは対

緑的に，進出予定の庖銭に自分逮が出j苫(後iζ経営不振におちている)するかたちで組んでしまい内

なる団結を高めるチャンスを失したのである。

更に S市と青年会議所とが合陪で行なった謁資結果13)によると，住民による商届街の体質改善の

要求がかなり強いにも拘らず一一例えば総合高田街(ショッピングプロムナード〉構想などlとついて

も，傍観する意見が強いなど一同商業界の連携に消極的姿勢が段立つ。そして自主 (50-60代が中心)

の経営権の移譲に対する考え方も，当分任せるつもりのないとする意見が，近く任せたいとする意見

を上廻っている事実もある。

(m) 課題

産業・経済という下部構造にでみられる地域的凝集力の弱さは，住民意識という上部構造にも反

映している。すなわち市街地と農村(住民の倒別化の水準の相違) 成人男子と婦人(相互移譲的関

係)，成人男子と脅年 Ct世代断絶)を中心にみられる意識構造上の凝集カの弱さである。
住民全体が，相互に伸びるカを阻むのではなく，助け合い，討議して，白からの手でS市として

の地続的合意をみいだしていく ζ とζそ，最もE重要な課題なのである。 ζれを克服せずして一つの地

域としての振興を計っていくという淵域課題や，住みなれた土地で撃かK生活するという生活課題の

克服はありえない。 ζのととはすぐれて住民の学習・教育的活動に負うととろが大であるととは云う

までもない。

く注〉

1) 例えば，耕地面積12000la中約9000laは問である(昭和49年)

2) 後述するが， s市は昭和29年1田J3村の合併によって市殺を施いた。
3) 昭和48年，市の商工諜と青年会議所が行なった f明日の商沼街の指擦を見つける為iζJの弱まま結巣iζ

よる。

4) 昭和35年をま基準とすると，潟辺3村のうちO村の地域は61%. K村は55必， T村は40%，の大幅人口減を

示している。

5) その旭川底iも，札幌との関係では単独の経済趨たる比震は低下しつつあり，むしろ札幌の中間集散地

的地位tζ近づきつつある。

6) 大部分の農民があげる

7) 18人中7人があげるo

8) 22人中8人がζのいずれかをあげる。

9) 高令者学級は，その参加の母体を愛人クラブにおいている。白下非常!cさかんで，ニ学級開設されて

いる。

10) 例えば， 61人中3人が政治学習をあげたのみ

11) 成人男子!c対する希望を積緩的に述べた15人中9人があげている。

12) 71人中，青年の現在のあり方を積額的fC評備したものは2人のみ

13) 注3の調査に同じ

3. S常における社会教育計画立案のための視座と展盟

(1) S市の将来展望における積鑓萄

産業経済の危機的状況，住民の保守的・消極的傾向，蝋域的・意識的不統一という問題の観察を行

なってきたが，他方S子容の将来iζ一定の積極的な展望をもちうる要素も数多く存在するととは云うま
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でもなし、。

まずS市の立地の相対的有利さである。旭川闘に刻々併呑されてはいるけれども旭川市の中心部

から50キロの距離にあるうえ，途中lζ峠もあり，衛E塁都市として完全に傘下lζ入る ζ とはありえず，

一定の独自性を確保できる。

第二に.3万都市である点の穣磁性である。住民の直接的意志疎通は，人口規模が少さいほど容易

であるが，他方，あまり規模が少さくってはプロジェク卜を実現する財政的制約がつよまる。 3万都市は，

その両者をいわば両立させうる規模lζ!議する。すなわち，住民の集屈的主体性を尊重しながら，一定

のプロジェクトを独自にもつ ζとが可能な規模の鎖域といいうるのである。

第三iζ，上JiI北部とはいえ，中部の農業中核地K近く，中部稲作生産主力水準への接近を追求しう

るし，他方，道北一帯の畑作，酪農経営ノfターン確立の一定の先導的役割をはたすという，結節約地

域としての独自の方向を志向すべき主t!J，主主である。

第四lζ，前主主で述べた社会教脊iζ対する一定の能動的住民際の存在に加えて，青年会議所や，農

家のあとつぎ層lζよる積綴的な活動がみられ，とくに，農業にとってマイナス要因とみられていた出

稼ぎは，却って青年κ農業の重要さを認識させる場となっている点、が注目される。更に，農業教育で
実積のあるN農業高校，その他深)11・野1焼の短大等の出身者，ミ三愛勢， s市農民大学出身者が多数存
在し，新しいにない手践として成長しつつある。また，ボス支配的だった部港会組織に一定の民主化

の傾向がみられる ζとも，新しいうどきという ζ とができる。

社会教育計樹立案が，悲観的・危機的状態からの脱却というマイナスを克服するお標設たにとど

まる ζ ともなく，地域のもっている積極性をふまえて，一定の具体的展望の下になされるべき ζ とは

当然といえよう。

(2) 地域社会教育計酪の様座とその展開

(I) 計画論の視座

今日の日本の経済社会をみると その地域的性格の如何を鵠はず今後とも多かれ少なかれ現代的

な貧国化の広がりと深まりが進行せざるをえない。 S市の場合，前章や二節未尾で述べた生活課題は

っきつめれば生存権の問題であり，おしよせてくる現代的銭関化を克服する生活防衛的観点が不可欠

なのである。 ζれが第一の視座である。

そうした生活防衛は，倍々ばらばらに行なわれても克服できるものではなく，新しい地域連得の

うえに立たなくてはならない。 ζの場合，従来のt!1い共同体的連帯では現代的貧悶は対応できず，よ

り新しい，地域や階層の枠をのり ζえた連帯の視点が必婆である。 ζれが第二の視座である。

地域連帯の下で生活防衛iζ取組む場合，それが実体を形づくる度合は，結局，住民自治の到達水

準に規定される。 ζζでいう住民自治とは，住民が地域住民としてっくりだしたものと，それをつく

りだしてゆく過程の双方を意味する。 ζれが第三の視座である。

乙の三三つの視践のうち，現在最後の住民自治の視康ζそ最も委主主主なものといえる。

ζの住民自治を発援させる要閣は，住民による地域統治の視点と，統治を高める集団的行動にあ

るが，実践的には，地域統治の視点を得るための住民による学習活動と，地域統治の視点に立った住

民運動のこ側面がある。主としてどちらの側面からの接近が計られるかは，地域の実情によって異な

って ζ ょう。

(B) s市の社会教育の課題
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ζ うした視座をもって， s市の社会教育課題Iとたちもどってみよう。
S市は，屯田兵以来の伝統と， 71<町農業が中心の地域であるための保守性に加えて，田園都市で

あるため，まだほとんど都市問題の顕在化lζ伴なう住民運動の経験と訓練をへていない。したがって

住民の意識は，地域に対して漠然とした危機感をもっているものの，それが現代的貧困化とそれにた

いする生活防衛という脈絡に立った認識に到達しにくく また地域に対する危機感との関連から認識

される生活課題や偲別学習鑓心が，倒人のレベルで考えられており，それが社会牲をもった住民共通

の認識として形成されていない。すなわち，現代的貧図化の共通認識を深めていく ζ とが，第一の課

題である。

ζの第一の課題は，認識が陶冶されてもたらされた生活防衛(それ自身高い水準であるが)レベル

をさらに一歩すすめたS市のもっている有利な芽，発展の可能性を生かした積極的将来像の追求がなさ

れなくてはならない。 ζれが第二の課題である。

それには， s市における全階層の合意形成の追求があわせてなされねばならず，その課題において
新しい地域連帯が形成されなくてはならない。それが第三の課題である。

地域の将来iζ対する全階層的合意に達した場合には，新しい合意にしたがって地域づくりのにな

手間の形成がはかられる ζ とである。 ζれが第四の課題である。

第四の課題と関連してS市の場合には 現在， 60代・ 50代後半の人々が地域をうどかす指導的役

割をになっているが，他方，第 11 • 1Il次産業従業者の増加 第 i次康業人口減少に対応すべき若年労働

者(とくにS市lと流入してくる)や青年lζ対する教予言及び諸対策はほとんど欠落しているといってよいo

S市の未来のにない手層形成の見地から見ると， ζれらの欠溶はうめられる ζとが緊急不可欠である

が，それをスムーズに行なう意味から50代前半や40代の人々に指導的役割を移行せしめ若返りをはか

つていく ζ とが課題といえる。

ζ うした諸課題のとりくみ自体，住民自治の水準の向上をもたらし またはもたらさなくては

ならないがそのとりくみ方を考えるレベル(計樹立案のレベル)においても住民自治の向上をもたら

すような配慮が払われなくアはならない。住民が白からの生活課題をふまえて適格し，自からの学習

教育計磁を立案していく(あるいは立案iζ参画していく)過程ζそが 住民自治の水準を向上させて

いく第一歩なのである。すなわち 住民自治をきわわて重要な教育的課題としてとらえていくべきで

ある。

(盟〕 計画立案への具体的援関

われわれが第一章で観察したS市公的社会教育再編詰成の三つの課題を解決していくための計廊立

案も， ζ うした視座と課題意識がつらぬかれなくてはならない。

学習集団の形成・拡大・再生は住民の主体的課題で行政が介入する余地は少ないし，介入しても

うまくはいかなし、。逆に社会教育施設の充実は，財政を中心とする行政部が大きな比重を占め，やり

方によって積磁的な方向が行政の手によって追求できる分野である。

ζζで，行政のもっともあやまちをおかしやすいのが第五の課題，すなわち，行政のタテ割りの

中で細分化されていく諸事業の警察理統合である。 ζれは 多くの場合 生涯教育のシステム化という

発想、から，階!欝区分やプログラム化をきわめて形式的lζ考え，その弊理統合が計られる傾向があるか

らである。

もちろん，地域連帯の進展を得るためには，住民諸階層のうち二つ以上の縫!習にみられる横断的

テー?をプログラム化していく ζ とが一つの有力な絡となりえよう。
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そうした，横断的学習テー?としてどのようなものが考えられるのかを，性三塁・世代差の克服と

いう限られた側面からではあるが，先の各階!爵別の調査によって得た主観的学習課題からひろってみ

よう。

。 青年・成人男子……簿記学習を中心とする経営論，市場論

農村の青年・成人男子……操作や性能のみならず，経営や共同化との関係からの農業用大準機

械学習

。 都市の青年・婦人…スポーツ交流

。 農村の苦手年・婦人…栽培技術学習(土壌，肥料等の学習合む)

。 成人男子・高令者…釣，盆栽等趣味の学習

婦人・高令者…社会福祉関係の学習

。 青年・婦人・成人男子(特に市街地の)…時事問題

。 成人男子・婦人・高令者…健康学習(衛生指導も含む〉

なお，階層のくみあわせで，目下青年と高令者を結合させるようなテーマは，みいだしえていな

いが，文化継承上重視されるべきであろう。

ζれらをとりあげるうえで，次の留意が必要である。

① ζれら課題を強調するあまり，各階層の独自の学習(文化・スポーツ)課題を等関視する ζ

とのないようにしなければいけない。

① 結合は形式的結合ではなく，結合の理念(先に述べた視座)から発したものでなくてはな

らなL、。
教育計画立案にあt:つては，教育における住民怠治の観点から，住民諸階層の参加を最も重姿な

柱として位霞づけるべきである。

具体的にな次の五つの側面からの提起が考えられる。

@ 組識論から

① 民間学習集団・文化・スポーツ集団の連携，組織化

⑨ リーダ一層の綴織化及び学習の幾鴎

③ 専門家(旭川市やN市をはじめとする道内諸大学並びに周辺の高等学校教員も含めた)集

間の形成

④ 計幽主体は

@ 民間学習集簡・文化・スポーツ集屈の連携総識

@ 未組織な潜在的学習者(一般住民)。一般行政も含めた市行政勝員集居。大学などの専門家集団
の四j弱から民主的に選出された代表をもって構成され，計画が上で述べてきた実体をもつよ

う最大の配慮をはらう。

o 学習内容論から
① 学習を権利としてとらえる学習の展開

⑨ 社会教育関係者及び鑓係職員(一般行政の関係も含めて)の教育関係諸科学の学習1)

③ 住民自身の手による住民調査そ可能ならしめるための社会調査論及び実習

o 学習方法論から
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その方法として，怨談会方式(例えばロパタ懇談会)を一歩すすめたゼミナー Jレ方式を採用する

ζとを考慮すべきである。しかも，専門家の参加を得た住民主体のゼ、ミナールiζゼミナリステン以外

の住民も気軽に傍聴等の参加ができるよう公開セミナ一方式ができれば更に前進したものとなろう。

すなわち住民自治の形成のうえで ζれまでの「うけたまわり学習Jの段階からの脱却がはから

れるべき ζ とは，京東都国立市の実践の教訓である。

<注〉

1) 社会教育関係職員の研修がいかに震婆かという点については，拙稿「社会教育主事の『専門性j意識

とその形成の課題J……a本社会教脊紀婆AG.l1 -ー昭和50年を参照されたい。

4. む す び

(1) 70年代における地域社会教育計蘭論

われわれは，昭和40年代前半においてまとめられた那須野隆一の社会教育計闘識を，…つの到達

点と評価し，それを摂取発展せしめつつS市社会教育の調査計画，執行プランをたて，その理論の具

体的適用を追求してきた。その過程で，すぐれて70年代の問題として把擁されなくってはならない点

をいくつかみい出す ζ とができる。

那須野が社会教育計震とのかかわりで注目した三つの側面，すなわち，地域課題，生活課題，民

主主義(住民主体)の70年代の態様を概観してみよう。

まず地域課題においては，地域格差の拡大一-s市安伊jにとると，最近15年間にみられた旧O村
地域における人口60%減少 全市における20-24才の青年層の性比，59.9というアンバランスの激化，

農村部老令人口の増大 (60才以上17%)などーーによる多様化と深化の進行がみられる。

ζ うした地域課題の多様化と深化は，陪時に生活課題の多様化と深化を意味する。すなわち，住民

の生存権をもあやうくするような要素が増加し，生存権の主張から出る生活防衛の必要性が刻々高ま

っている。

しかし，乙うした生活防衛にのりだす住民の集部的主体形成は，一部の地媛を除いては，国家レ

ベルの政策を侵透させるための啓蒙普及という凝似的教育作用一一それは行政的タテ割りが顕著な一

般行政部門の公的社会教育に典型的にみられるのだがーによって分断化がすすみ，その生長を阻む

要国となっている。

とうした実態をふまえると，第一は今後ますます深まりゆく現代的貧悶化に対する住民の認識と

陶冶が，第こには倒別化し縮分化された凝似的教育の克服が，二つながら追求されなくてはならない。

後者については，序論で述べた学習内容編成論や，第一章の未尾，教育計劉的な課題の第二点割で

述べた市民大学の限定された枠組への媛少化の克服や，間じく第一点目で述べた，従来社会教育計画

の埠外におかれていた一般行政書官における公的社会教育的側面を，住民主体の社会教育計阪の中にい

かに位置づけていくかという具体的な問題として指摘できる。

1970年代K入って，国の政策停透のための一般行政κおける公的社会教育の比震は次第に高め

られつつあると考えられる。それだけ従来の考え方からする社会教育計額の及ぶ領主主は格対的に狭め

られつつあるが如くである。

しかし，地域社会事官苦手計画は，地織的学校教育計闘と比較すると，はるかに自由度安確保してい

るという積板的可能性を評価すべきであろう。 ~IJえば，義務教育段階の学校教育の場合，学校設霊童，
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学校管理，教職員定員，教湾課程，更に指導内容まで国政レベルで規準化され，多くの場合，補助金

で裏うちされている。乙うした状況の下では地域的独自性を計画のなかにもり ζむ余地はきわめて少

ないし，'fJ教審路線によって方向づけられその幅も次第に狭められつつあるようにみられる。

教青委員会系統の公的社会教育の場合，国政レベルで(国立青年の家など主に施設建設面や派遣

社会教育主事制度などで地域にのりだしていく傾向が強イとされつつあるにしても)市町村に対して強

制的K規準化している事項は比較的少なく (社会教育主事の必費制がその代表)，大部分は奨励的規

準化の綾を出ていなし，補助金的誘導も弱い。こうした状況の下では，市関了村の理事者や教育委員会

の裁震によって，それら諸施策安受けいれたり拒否したりできる余地はきわめて大きい。したがって

地域社会教育計画も，住民自治の水準によっては，大穏な自由度の下で立案する乙とが可能なのであ

る。そしてその自由度は，単iζ確保するという消極街だけでなく，拡大していく ζ ともできるのであ

る。その拡大の方向の一つが一般的部門における公的社会教育の分野といえる。

買さiζ学校教育とのかかわりを述べるならば，教育委員は公選制ではなく，校長の学校管理権の強

化，広域人事の進行などによって，教員が社会教育部門において積極的役部をはたしうる余地も以前

とは狭まっており，社会教育計闘も含めた地域教育計額の中で学校のはたす役割は「本郷プランjが

たてられたさ当時とは大幅K異なっている点に留意しなくてはいけない。

とζろで，先に述べた現代的貧開化の認識と陶i冶と偶J.l1J化細分化された凝似的教育を克服すると

いうニつの追求目襟をおしすすめるための不可欠の要素として，全階層的は住民の地域連帯が形成さ

れなくってはならない。

ζのような条件を満たした計倒の立案は，もはや専門家集団を中心としてなされる机上の計画論

では，とうていなしえず，実践と計額の結合を計るための計鈎立案への主体的住民参加を必然ならし

める。那須野も ζの点を主張しているが，今日その必要性と可能性は当時よりさらに増大している。

約4分の l世紀前の「本郷プランJIζわれわれが注闘するのは，主lζζ うした要問にもとずく。

すなわち，その中の教育懇談会の成人学習祭出としての実践面と，それが教育計鈎集団に発展する芽が

存狂する故である。

そして ζのときの大田発の地媛教育計廊論の基本lζ住民の教育主体形成のための計甑論が据えら

れていた ζ とが重姿である。藤間はそれを具体的に「教育(政策・行政)における往民参加と地方

分権の理念。盟家教育権論iζ対する閤民と教師の教育権の理念。総じて地主主住民が教育の主体として

成長していくための設計がそ ζにたくされていたJ1)と述べているが， ζををほぼ同旨の意味で注目安

している。

ただ藤闘の ζの文脈では，国家(中央教育計邸主体)との対抗・低抗的意味あいがかなり強調さ

れているようによみとれるのだが，大凶自身も地域教育計闘をすぐれて中央集権的教育計磁と対立す

る概念としてとらえている。もっとも，地主義教育計画の地殺が熟し，それを基擦としてなされた中央

教育計闘が立案される ζ とを期待しており，あながち中央からの統制は金問的iζ排除するものとは考

えていない。しかし，今尽の中央教育計画がそうしたプロセスを経て立案されたものでない限り，ま

たその下で教育の中央集権制が進行してきた限り，より強い意味での対立概念となるととは云うまで

もなく，藤間がとうした脈絡でとらえる乙とは当然といえる。

しかし，国家的な教育計爵の枠総のある学校教湾における地域単位の教育編成論は，対立と

う色彩を濃くするが，たてまえ止して住民の学習の自由が保証されている計会教育では，必ずしも対

立関係だけからとらえなくてよいように考えられる。対立概念があまりにも強調されるといかに対抗

po 
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(するか)したかという対抗のための運動論，計画論に綾少化されてしまうおそれ安なしとしいえな

い。むしろそれは，住民自身が仰を白からの予でつくりだしたか(だすか)というより広い住民自治

の脈絡からの呉体的実銭論 計飯論であるべきであろう。

(2) 諸理論・実議活動についての評価

地域社会教育計調立案，編成は，それが独立に先行してなされるのではなく，広い意味での学習

集団の強化という ζれまでの実践活動との密接な結合のもとになされるべきであろう。

とζ ろで，序論でわれわれが注目した諸教育計観論以外で，実践的側面が強調されている諸研究

成果についても，言及しなくってはならない。

一つは倉内史郎2)のボランタリズムによる実践計画である。 ζれは，特iζ行政と住民の主体性と

のかかわりという点で注目すべき考え方であるが，住民の主体形成の計調論の中にどのよう K具体的

に佼置づきうるかが明確ではない。すなわち，ボランタリズムによる学習教育活動を住民の関にし、か

に形成していくかという道ずじの問題は獲されているのであるo

今一つは，持団栄一の地域教育計般論3)である。持問は実践的側面のみならず教育計闘論を全面

的iζ展開し，多くの学ぶべき点をあたえてくれるが，いま詳述の余裕はなし、。それは実質的には学校

教育を主lζ論じているだけに地域社会教育計極論にてらして疑問とすると乙ろが少なくなく，その点

についてこ三述べるにとどめる。まず，地域教育言十磁iと教職の専門性とのかかわりにかなり紙面がさ

わがれているが，そこでは結局，教職員集副主導型の教育実践論になってる。そしてその脈絡からの

計劇論となり，全階層による学習教育実践論i乙到達しているとは必ずしもいえない ζとである。次に，

国民教脊運動という次元から地域教育計画を考える ζ とが強調されているが，社会教育部門への適用

については社会教育の本来的にもっている生活とのかかわり，地域的独自性とのかかわりなどから吟i

味される必要があるのではないかと思う点である。

最後にわれわれが序論で主K実践論的意味あいにおいて注目した，ロパタ懇談会と，学習内容自

主編成論について触れなくてはならない。

ロパタ懇談会に注目した理由は二つある。一つは方法論としての懇談会方式についてであり，今

一つは実践活動が実体をもって前進しつつある点による。

その実践的側面をみると 地域総合社会教育の延長上にあるとされているが心，はたして乙れがそ

ままで自主的学湾教育祭聞として位置づけうるのか否か，また，住民自身が教育計画の主体となる ζ

とを~扇の直接的目標 lζ設定しうるのか否かにも疑問の点砂を残す。社会教育計画論として統一させる

のは将来の問題である。しかし乙れには藤間の言葉をかりれば「地域教育懇談会から地域教育計画総

織へ展開l)の可能性を秘めた実践活動といえるし「白日教育活動の発展がみずからの f行政』の構想、を
もっ段階に至った。 /Jとの評価もあり，近々うちたてられていくかもしれない。それζそが. 1970 
年代の本格的な社会教育計画となりえようが 問題の核心はその条件を明確にする ζ とにある。

次iζ学習内容自主編成論とのかかわり Kついてである。その到達点と方向性についての示唆が，

佐藤一子の昭和50年度社会教育学会における発表ωの中にある。

われわれは ζれにがし，二つの点で注目をすろ。一つは.~論で触れたように，従来の限定さ

れた形式的自主編成論から脱却の論理である oζのζとはさらに，地域社会教育計画を行政計幽に限

定して考える理論を ζえて，学欝を住民自からのものにしてゆく全過料という，よりダイナミックな

視点から計踊論とみる乙」こにもi夢じているのである。そのこは，自主編成論自体が必然的iζ伴う実践
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的側面にある。 ζの二点を考えあわせると計画論と実践活動の並行的進行の筋遂の模索・追求がそ乙

にはみられ，計額論的側面が欠蒸している現在のロパタ懇談会より一歩進んだ研究成果がみいだ、せる。

他方， r佐藤レポートJをみると，学習内容自主編成論，計劇論への接近を，運動論的側面から
行なっていたが同時に乙の乙とは次のニつの点、において限界があるのではないかと考える。

一つは，運動論的側面KElをむける ζ とによって，住民の学習権をはじめとする権利意識の形成

という上部構造的領敏がより強調され 土台の問題とかかわった現代的貧限化の認識と陶冶という視

点を不鮮明にするのではないかという ζ とである。乙の ζ とは極端な表現をつかえば，権利意識をも

てばそれによって地域的課題は解決するという教湾のカに対する過信となり 現在の住民の具体的生

活課題との関速における学習課題とその展開方法の具体的浬解に至る論理的かかわりが十分佼置ずさ

えない側面を残しているのではなかろうか。

第二は，地域教育運動の存在が一つの前提となっている ζとである。とすれば，それは主として

都市問題の顕在化等によって陶冶された住民が存在する地域に限定された理論といえよう。

70年代の地域社会教育計画論にとって 新しいうどきとしてとらえられるロパタ懇談会と学習内

容自主編成論は，前者は実践活動の長年の積み上げによる，後者は都市問題iと陶冶された住民Iζよる

住民の組識化がはかられている，いわば「先進地型Jの論援である。

f本郷プランJが，特iζζれといった特色のない一地域をえらんで，そ ζ における地域教育計劉

を考えようとした姿勢K，われわれがひきつけられる要因の…つがある。

地域問題が刻々と広まりと深まりを増している拘らず，それが都市問題という典型的なかたちで

表面化しないために，住民の諸活動の蓄積が浅い地域における地域再建に寄与するための社会教育計

画論づくり，すなわち「後進地型Jの環論構築が，われわれの課題なのである。いわば「北海道方式J

の模索10)でもある。

もちろん， r後進地型jの社会教育計画論は，それ自体κ存在するものではなく， r先進地型J
のそれをおおいに摂取していくべきである。そして「先進地型Jと「後進地整Jの社会教湾計磁論の

双方が積み上げられていってはじめて，本格的な地域社会教育函論が構築されていくのではなし、だろうか。

なお，乙の一編をまとめるにあたって.s市で開かれたシンポジウムにおいては本学部教育制度
研究室の山崎真秀助教授，調査の立案・分析においては体育研究室の大宮快雄教授と三好洋二講師，

及び調査計画立案・実施・分析については，社会教育研究議の美土路遥雄教授・山限定市助教授ほか大

学院生スタッフの協力と助言?を得た乙とで附記したい。
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